
 

令和７年度税制改正に関する要望 

 

 

固定資産税の安定的確保 

(1) 固定資産税は、収入の普遍性・安定性に富む、町村財政におけ
る基幹税目であることから、税収が安定的に確保できるよう、制
度の根幹を揺るがす見直しは断じて行わないこと。 

(2) 土地の負担調整措置について、近年の地価の動向等を踏まえ、
税負担の公平性等の観点から、商業地等に係る負担調整措置の据
置措置等の見直しについて検討するなど、負担水準の均衡化を進
めること。 

(3) 税負担軽減措置等について、税負担の公平性や市町村の基幹税
である固定資産税の充実確保の観点から、引き続き検討し所要の
見直しを行うこと。特に、住宅用地特例については、特例割合を
縮小するとともに、新築住宅に係る減額措置については、税制上
支援すべき住宅への重点化等を検討すること。 

(4) 土地・家屋と一体となって生産活動に使われている償却資産に
係る固定資産税については、現行制度を堅持すること。 

 

個人住民税の充実確保等 

個人住民税の在り方の検討に当たっては、この税が、地域住民サー
ビスを支える基幹税として重要な役割を担っていることから、充実強
化を図ることを基本とすること。その際、地域社会の費用負担を住民
の能力に応じ広く分任する性格など、その性格や仕組みを踏まえるこ
と。 


